


・ 地方譲与税（対前年度 66 億円、21.8％増、H25：305 億円→H26：371 億円）は、法人業績の

回復により全国の地方法人特別税が増収になったため、地方法人特別譲与税
注
が増加したことに

より増加しています。 

 

・ 分担金及び負担金（対前年度 60億円、69.6％減、H25：86億円→H26：26億円）は、中勢用

水関連対策事業費地元負担金の減などにより減少しています。 

 

・ 国庫支出金（対前年度 217億円、21.6％減、H25：1,003億円→H26：786億円）は、国の平成

24年度第１次補正予算で措置され、平成 25年度に交付された地域の元気臨時交付金（143億円）

が皆減となったことなどにより減少しています。 

 

・ 繰入金
注
（対前年度 60億円、22.4％減、H25：267億円→H26：207億円）は、財政調整基金繰

入金の減などにより減少しています。 

 

・ 県債（対前年度 75億円、5.8％減、H25：1,288億円→H26：1,213億円）は、臨時財政対策債

や公共事業等債の減などにより減少しています。 

 

 



 

  ＊ 県債は、借換債を除く実質的な歳入額で計上しています。 

 

 

 



（３） 収入未済額・不納欠損額  

 収入未済額は 75 億円（対前年度 9億円、10.4％減、H25：84億円→H26：75億円）に減少し

ています。 

  主なものは、県税で 45億円、諸収入で 30億円です。 

 不納欠損額は 5.2 億円（対前年度 0.0億円、0.2％減、H25：5.20億円→H26：5.19億円）に

減少しています。 

  内訳は、県税 4.7億円、諸収入 0.5億円です。 

 

用語の説明 
 

・未収入特定財源 
予算の繰越手続により経費の一部を翌年度に繰り越して使用する場合には、これに見合った財源も

翌年度に繰り越さなければならないこととされている。この財源としては、当該年度の一般財源（県
税、地方交付税など使途が特定されておらず、どのような経費にも使用できるもの）や収入済みの特
定財源（使途が特定されているもの）のほか、当該年度には収入されていないが、翌年度に収入する
ことが確実な未収入特定財源が認められている。 
 
 

・地方法人特別譲与税 
平成20年の税制改正により、地域間の税源偏在の是正に対応するため、消費税を含む税体系の抜本

的改革が行われるまでの間の暫定措置として、法人事業税の一部を分離し、新たに地方法人特別税及
び地方法人特別譲与税が創設された。 
地方法人特別譲与税は、国税である地方法人特別税を都道府県が法人事業税と併せて徴収し国へ払

い込み、人口と従業員数で按分した額が国から都道府県に譲与されるものである。 
 
 

・地方特例交付金 
平成26年度における地方特例交付金は、「減収補填特例交付金」である。 
「減収補填特例交付金」は、個人住民税における住宅借入金等特別税額控除の実施に伴う地方公共

団体の減収を補填するために交付されるもの。 
 
 
・繰入金 

事業遂行に必要な財源が不足する場合などに、必要に応じて資金を繰り入れるもので、一般会計、
特別会計間相互の繰入金と基金からの繰入金の２種類がある。 
 
 

・地方消費税清算金 
都道府県は、地方消費税額に相当する額について、消費に関連した基準によって都道府県間におい

て清算（地方消費税清算金）する仕組みとなっている。また、地方消費税は都道府県税であるが、税
収入の1/2は「地方消費税交付金」として市町村に交付される。 

 
 
 
 
 





・教育費（対前年度 35億円、2.1％増、H25：1,634億円→H26：1,669億円）は、教職員退職

手当が減少（対前年度 13億円、8.2％減、H25：154億円→H26：141億円）した一方で、教職員

等給与費の増加（対前年度 32億円、2.5％増、H25：1,282億円→H26：1,314億円）や特別支援

学校施設建築費の増加（対前年度 8億円、176.3％増、H25：5億円→H26：13億円）などにより

増加しています。 

 

・諸支出金（対前年度 132 億円、21.9％増、H25：603 億円→H26：735 億円）は、地方消費

税・都道府県清算金の増加（対前年度 112億円、31.9％増、H25：350億円→H26：462億円）な

どにより増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（３） 翌年度繰越額  

繰越額は、279 億円（対前年度 132億円、32.1%減、H25：410億円→H26：279億円）で、前年

度に比べ減少しています。 

主なものでは、款別に 

土木費 133億円、農林水産業費 55億円、災害復旧費 37億円などです。 

 

（４）不 用 額   

不用額は、73 億円（対前年度 30億円、29.4%減、H25：103億円→H26：73億円）で、前年度

に比べ減少しています。 

主なものでは、款別に 

災害復旧費 14億円、総務費 12億円、衛生費 11億円、民生費 10億円などです。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 



３  収    支 

 （単位：億円）

歳入総額 歳出総額 形式収支 繰越すべ 実質収支 単年度収支 財調基金 財調基金 県債繰上 実質単年

年 度 C  き財源 E F  積立額  取崩額  償還額    度収支

A B (A-B） D （C－D） （E-前年度E） G H I F＋G－H＋I

２５年度 7,255 7,074 181 150 31 △ 29 30 46 1 △ 43

２６年度 7,132 7,012 120 83 37 6 17 5 1 19

＊それぞれの金額を四捨五入しているため、合計等が合わない場合があります。  

 

（１） 概    要 

形式収支は、 120 億円のプラス（対前年度 61億円の減）で、前年度に比べ減少しました。 

実質収支は、 37 億円のプラス（対前年度 6億円の増）で、前年度に比べ増加しました。 

単年度収支
注
は、6 億円のプラス（前年度は 29億円マイナス）となりました。 

実質単年度収支
注
は、19 億円のプラス（前年度は 43億円のマイナス）となりました。 

 

 

 

 

 

 



 

用語の説明 

 

・単年度収支 
前年度以前の影響を排除するため、前年度の実質収支を控除し、当該年度だけの収支を捉えるもの。 

 

・実質単年度収支 
単年度収支の中には、実質的な黒字要素や赤字要素が含まれていることから、これらを加除し、単

年度収支が実質的にはどうであったかを表すもの。 

単年度収支 ＋ 財政調整基金積立金 ＋ 地方債繰上償還額 － 財政調整基金取り崩し額 
（黒字要素）     （黒字要素）      （赤字要素） 

 

 


